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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 15,553,38715,482,5128,381,6338,278,75833,887,280

経常利益（千円） 252,562 469,977 171,905 332,0501,023,464

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
16,124 331,061△29,078 227,788 543,076

純資産額（千円） － － 4,949,5155,373,0345,005,926

総資産額（千円） － － 13,745,50113,263,94512,763,948

１株当たり純資産額（円） － － 398.57 441.93 413.39

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

1.30 28.62 △2.37 19.69 45.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
1.28 28.02 － 19.28 44.67

自己資本比率（％） － － 33.9 38.5 37.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,062,68184,898 － － 244,049

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
118,395 81,622 － － △165,927

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,273,253437,076 － － △118,229

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,669,6161,862,0871,227,940

従業員数（人） － － 691 694 681

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

  ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．第60期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において当社の持分法適用関連会社である株式会社オーシーエスの当社所有全株式を同

社に売却しました。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 694(1,123)

　（注）  従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

　

(2) 提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 112 (63)

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況は、次のとおりであります。

カテゴリーの名称

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

家電 1,677,279 △19.3 1,506,550 △38.9

家具 1,916,899 9.0 2,085,235 25.6

ファッション 2,053,536 △5.9 772,285 △10.6

ハウスウェア 2,195,119 △38.7 1,415,229 △53.4

ペット関連 704,416 △0.6 397,244 △25.6

その他 417,753 △21.8 141,954 20.1

合計 8,965,005 △17.3 6,318,500 △27.2

　（注）１．生活関連用品事業の割合が９０％を超えているため、事業の種類別セグメントの記載を省略し、５つの商品群

(カテゴリー)別に記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

カテゴリーの名称

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

販売高（千円） 前年同期比（％）

家電 1,576,633 △1.1

家具 1,585,203 △17.1

ファッション 2,069,405 1.4

ハウスウェア 2,182,498 23.6

ペット関連 562,488 0.7

その他 302,531 △40.6

合計 8,278,758 △1.2

　（注）１．生活関連用品事業の割合が９０％を超えているため、事業の種類別セグメントの記載を省略し、５つの商品群

(カテゴリー)別に記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。なお、金額には、消費税等は

含まれておりません。

相手先

前第２四半期連結会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

㈱良品計画 1,994,058 23.8 2,308,738 27.9

 　(注)　上記販売高には、㈱良品計画ならびに同社の子会社への売上高を記載しております。
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(3) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

カテゴリーの名称

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

生産実績（千円） 前年同期比（％）

家電 855,016 △23.2

合計 855,016 △23.2

　（注）１．生活関連用品事業の割合が９０％を超えているため、事業の種類別セグメントの記載を省略し、５つの商品群

(カテゴリー)別に記載しております。

２．金額は、製品製造原価で表示しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間の売上高は、国内では、大手専門店向けの生活雑貨の売上が、アロマ関連製品、レイン

グッズなどの新商材獲得や新商品投入により大幅に増加し、また、ドイツ製コンフォートシューズ「ビルケンシュ

トック」の売上も既存店が前年同期を上回ったほか直営店拡充効果もあり前年同期比伸長しました。一方、国内消

費低迷の影響を受けて、家電製品全般やホームセンター向けのペットフードの売上が振るわなかったことや、大手

専門店向けの家具および家庭用品が前年同期比減少したことから、国内全体では前年同期を下回る実績となりま

した。海外においては、欧米経済の不振が継続する厳しい環境下、一昨年来の海外ハウスウエア事業の組織再編が

奏功し、中国からの欧州大手ハウスウェアメーカー向けの輸出等が大きく伸長しましたが、台湾子会社による欧米

向け家具の輸出が大幅に減少することとなりました。海外売上高については、為替相場が前年同期に比べ円高と

なったことから、円換算額が大きく減少しました。この結果、連結の売上高は前年同期比1.2％減少の82億7千8百万

円となりました。

　国内外で厳しい経済環境が継続する中、利益面におきましては、国内での大手専門店向け生活雑貨や㈱ビルケン

シュトックジャパンの売上増、また、中国からの欧州大手ハウスウェアメーカー向け輸出の大幅増加や三發電器製

造廠有限公司の採算性の向上などにより売上総利益が増加しました。営業利益につきましては、売上総利益の増加

が人件費や不動産賃借料等の一般管理費の増加を吸収したことから、前年同期比53.7％増加の2億9千5百万円とな

りました。経常利益につきましては、営業利益の増加に加え、為替差損および支払利息が減少したことにより、前年

同期比93.2％増加の3億3千2百万円となりました。また、四半期純利益は、経常利益の増加と法人税等調整額の減少

等から、前年同期と比べ2億5千6百万円増加の2億2千7百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4億9千9百万円増加の132億6千3百万円となり

ました。

　総資産が増加した主な要因は、当第2四半期連結会計期間において現金及び預金ならびに商品及び製品が増加し

たことによるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ1億3千2百万円増加の78億9千万円となりました。これは主に仕入債務が減

少しましたが、短期借入金が増加したことによるものです。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ3億6千7百万円増加の53億7千3百万円となりました。これは利益剰余金が

増加したこと、また、為替換算調整勘定等の評価・換算差額等が、前連結会計年度末に比べて、米ドル相場および株

式市況がそれぞれ円安、株高となったことにより、評価・換算による減少額が改善されたことによるものです。

　自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.0ポイント増加の38.5％となりました。

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　①キャッシュ・フロー

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は前連結会計年度末に比べ6億

3千4百万円増加の18億6千2百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は5千4百万円となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純利益が増加したものの、売上債権およびたな卸資産の増加によるもので

す。なお、当第２四半期連結累計期間の営業活動により得られた資金は8千4百万円、前年同四半期連結会計期間の

営業活動により使用した資金は8億6千7百万円でした。

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローで得られた資金は1億1千9百万円とな

りました。これは主に、有形固定資産および無形固定資産の取得があったものの、有形固定資産および関係会社株

式の売却収入によるものです。なお、当第２四半期連結累計期間の投資活動により得られた資金は8千1百万円、前

年同四半期連結会計期間の投資活動により得られた資金は5千2百万円でした。

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローで得られた資金は5億2千万円となりま

した。これは主に短期借入金の増加によるものです。なお、当第２四半期連結累計期間の財務活動により得られた

資金は4億3千7百万円、前年同四半期連結会計期間の財務活動により得られた資金は6億4千2百万円でした。

　②資金需要

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、たな卸資産の購入です。
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　③財務政策

　当社グループは、運転資金および設備投資資金については自己資金および銀行借入により資金調達することに

しております。このうち、銀行借入による資金調達に関しましては、運転資金については、期限が1年以内の短期借

入金、設備投資資金についても長短金利水準や市場環境を勘案し短期借入金で実行しております。

　当社グループは、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力および健全な財政状態に基づく主要取引

銀行からの借入により、当社グループの成長を維持するために必要な運転資金および設備投資資金を調達するこ

とが可能と考えております。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　　特記事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　平成21年５月11日開催の取締役会において決議しました連結子会社の台湾三栄股?有限公司の事務所一部譲渡の引

渡しが、平成21年６月５日に完了いたしました。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　①重要な設備の新設等

当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において見積中でありました当社本社ビル新館の建設投

資金額は５億円程度を予定しております。

　②重要な設備の譲渡

当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の譲渡について、完

了したものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)　

カテゴリー
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

台湾三栄

股?有限

公司

本社

(台湾・台

北)　

ハウスウェ

ア・家具・

家電・その

他

事務所 13 －
16

（702.00）
－ － 29

37

[1]　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,764,732 12,764,732
ジャスダック証券取

引所

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元株式数 1,000株

　

計 12,764,732 12,764,732 ――― ―――

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 29

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成47年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月29日定時株主総会及び取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 23

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成18年8月2日

至　平成48年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。 
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平成19年６月28日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 24

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成19年8月2日

至　平成49年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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平成20年６月27日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 67

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 67,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月2日

至　平成50年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、取締役は当社の取締役の

地位を喪失した日の翌日から、執行役員は当社の従業員と

しての身分を失った日（退職日）の翌日から、それぞれ10

日を経過するまでの間に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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平成21年６月26日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 105

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成21年8月4日

至　平成51年8月3日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、取締役は当社の取締役の

地位を喪失した日の翌日から、執行役員は当社の従業員と

しての身分を失った日（退職日）の翌日から、それぞれ10

日を経過するまでの間に限り、新株予約権を行使すること

ができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

－ 12,764,732－ 1,000,914－ 645,678
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三栄コーポレーション取引先持株

会
東京都台東区寿４－１－２ 705 5.52

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 571 4.47

東銀リース㈱ 東京都中央区日本橋本町１－９－13 557 4.36

㈱南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１－１ 416 3.25

三栄グループ従業員持株会 東京都台東区寿４－１－２ 376 2.94

ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 東京都中央区日本橋兜町７－12 376 2.94

ニッセイ同和損害保険㈱ 大阪府大阪市北区西天満４－15－10 370 2.90

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 315 2.46

㈱ユニマット不動産 東京都港区南青山２－12－14 235 1.84

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝３－33－１ 210 1.64

計 － 4,132 32.38

　（注） 上記大株主の状況欄には、当社が所有する自己株式を除いております。当社は、自己株式を1,199千株所有してお

り、発行済株式総数に対する割合は9.39％であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,199,000
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数 1,000株　

完全議決権株式（その他）
普通株式

11,458,000
11,458 同上

単元未満株式
普通株式

107,732
－ 同上

発行済株式総数 12,764,732 － －

総株主の議決権 － 11,458 －

 

②【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱三栄コーポレーショ

ン

東京都台東区寿

４－１－２
1,199,000－ 1,199,000 9.4

計 － 1,199,000－ 1,199,000 9.4

（注）　当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）の自己株式は1,199,367株となっております。　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 231 236 240 260 268 265

最低（円） 210 213 219 227 250 249

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,862,087 1,227,940

受取手形及び売掛金 ※
 3,407,579

※
 3,892,881

有価証券 9,921 7,865

商品及び製品 3,220,453 2,960,092

仕掛品 47,901 35,411

原材料及び貯蔵品 209,670 203,111

その他 623,324 589,818

貸倒引当金 △11,521 △9,512

流動資産合計 9,369,416 8,907,609

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,508,468 1,527,440

減価償却累計額 △990,964 △984,614

建物及び構築物（純額） 517,504 542,826

機械装置及び運搬具 439,645 403,960

減価償却累計額 △285,722 △260,458

機械装置及び運搬具（純額） 153,923 143,502

土地 887,978 897,577

その他 586,024 549,848

減価償却累計額 △446,709 △411,364

その他（純額） 139,314 138,484

有形固定資産合計 1,698,721 1,722,391

無形固定資産 320,311 286,513

投資その他の資産

投資有価証券 1,257,701 1,239,617

その他 730,074 716,204

貸倒引当金 △112,280 △108,386

投資その他の資産合計 1,875,496 1,847,434

固定資産合計 3,894,528 3,856,339

資産合計 13,263,945 12,763,948
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,128,027 1,497,456

短期借入金 4,450,495 3,851,000

未払法人税等 189,612 173,108

賞与引当金 205,270 239,422

その他の引当金 16,242 29,300

その他 1,448,375 1,504,433

流動負債合計 7,438,024 7,294,720

固定負債

退職給付引当金 183,932 190,732

その他の引当金 15,114 21,812

その他 253,839 250,755

固定負債合計 452,886 463,301

負債合計 7,890,910 7,758,021

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,914 1,000,914

資本剰余金 645,678 645,678

利益剰余金 4,412,281 4,220,206

自己株式 △310,995 △307,101

株主資本合計 5,747,878 5,559,698

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △77,301 △112,636

繰延ヘッジ損益 △45,517 △83,064

土地再評価差額金 53,080 53,080

為替換算調整勘定 △567,051 △629,087

評価・換算差額等合計 △636,790 △771,707

新株予約権 50,361 29,300

少数株主持分 211,585 188,635

純資産合計 5,373,034 5,005,926

負債純資産合計 13,263,945 12,763,948
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 15,553,387 15,482,512

売上原価 11,937,385 11,670,152

売上総利益 3,616,001 3,812,360

販売費及び一般管理費

販売費 575,402 559,942

一般管理費 2,738,912 2,830,002

販売費及び一般管理費合計 ※
 3,314,314

※
 3,389,944

営業利益 301,686 422,415

営業外収益

受取利息 4,682 751

受取配当金 8,403 8,823

為替差益 － 14,482

デリバティブ評価益 － 6,855

持分法による投資利益 26,098 34,800

その他 19,041 9,185

営業外収益合計 58,225 74,898

営業外費用

支払利息 44,144 25,645

為替差損 43,718 －

デリバティブ評価損 17,627 －

その他 1,859 1,691

営業外費用合計 107,350 27,337

経常利益 252,562 469,977

特別利益

固定資産売却益 202,142 114,759

受取立退料 22,300 －

その他 2,251 2,799

特別利益合計 226,693 117,558

特別損失

固定資産売却損 52 396

固定資産除却損 4,583 9,980

投資有価証券評価損 19,742 －

事業整理損 － 31,974

その他 1,350 225

特別損失合計 25,728 42,576

税金等調整前四半期純利益 453,527 544,959

法人税、住民税及び事業税 119,029 179,250

法人税等調整額 252,277 21,796

法人税等合計 371,307 201,046

少数株主利益 66,094 12,850

四半期純利益 16,124 331,061
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 8,381,633 8,278,758

売上原価 6,460,847 6,216,000

売上総利益 1,920,786 2,062,757

販売費及び一般管理費

販売費 290,538 300,055

一般管理費 1,438,050 1,467,261

販売費及び一般管理費合計 ※
 1,728,589

※
 1,767,317

営業利益 192,196 295,440

営業外収益

受取利息 2,172 328

受取配当金 638 588

為替差益 － 16,589

デリバティブ評価益 6,711 6,627

持分法による投資利益 6,157 20,870

その他 3,230 6,662

営業外収益合計 18,910 51,667

営業外費用

支払利息 23,254 13,755

為替差損 15,095 －

その他 852 1,301

営業外費用合計 39,201 15,056

経常利益 171,905 332,050

特別利益

固定資産売却益 199,849 114,759

その他 101 2,088

特別利益合計 199,950 116,848

特別損失

固定資産売却損 52 396

固定資産除却損 2,746 8,962

投資有価証券評価損 19,742 －

事業整理損 － 31,974

その他 1,350 104

特別損失合計 23,891 41,436

税金等調整前四半期純利益 347,964 407,462

法人税、住民税及び事業税 61,042 130,228

法人税等調整額 271,010 40,720

法人税等合計 332,053 170,949

少数株主利益 44,989 8,724

四半期純利益又は四半期純損失（△） △29,078 227,788
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 453,527 544,959

減価償却費 91,953 97,854

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,068 5,684

賞与引当金の増減額（△は減少） △40,248 △37,277

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,593 △14,928

受取利息及び受取配当金 △13,085 △9,574

持分法による投資損益（△は益） △9,024 △47,104

支払利息 44,144 25,645

固定資産除却損 4,583 9,980

固定資産売却損益（△は益） △202,089 △114,363

投資有価証券売却損益（△は益） △144 －

投資有価証券評価損益（△は益） 19,742 －

売上債権の増減額（△は増加） 55,113 444,343

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,085,780 △249,432

仕入債務の増減額（△は減少） △181,516 △462,110

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,194 13,639

その他 △1,583 58,020

小計 △909,266 265,337

利息及び配当金の受取額 13,085 9,574

利息の支払額 △44,146 △25,641

法人税等の支払額 △122,354 △164,371

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,062,681 84,898

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △112,586 △59,482

有形固定資産の売却による収入 483,954 140,863

無形固定資産の取得による支出 － △49,520

投資有価証券の取得による支出 △101,967 △7,026

投資有価証券の売却による収入 30,540 －

貸付けによる支出 △176 △13,095

貸付金の回収による収入 515 1,031

関係会社株式の売却による収入 － 94,721

その他 △181,885 △25,867

投資活動によるキャッシュ・フロー 118,395 81,622

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,637,324 588,401

長期借入金の返済による支出 △5,241 －

自己株式の取得による支出 △240,852 △3,985

配当金の支払額 △126,234 △138,986

少数株主からの払込みによる収入 7,999 －

その他 257 △8,353

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,273,253 437,076

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24,824 30,548

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 304,142 634,146

現金及び現金同等物の期首残高 1,365,473 1,227,940

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,669,616

※
 1,862,087
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　持分法の適用に関する事項

の変更

（1）持分法適用関連会社

　①　持分法適用関連会社の変更

　当第２四半期連結会計期間より、当社所有全株式を売却しました株式会社オー

シーエスを持分法適用の範囲から除外しております。

　 　②　変更後の持分法適用関連会社の数

　　１社

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「商品」「製品」として掲記されていたものは、当第２

四半期連結会計期間は「商品及び製品」として一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会計期間に含ま

れる「商品」「製品」は、それぞれ3,129,973千円、90,480千円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。

２．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し

て前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方

法によっております。

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※ 輸出荷為替手形（Ｌ／Ｃなし）割引

高
76,169千円

※ 輸出荷為替手形（Ｌ／Ｃなし）割引

高
199,902千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

  

輸出及び諸手数料 239,167千円

従業員給与及び賞与 1,092,129 

減価償却費 67,412 

退職給付費用 49,576 

役員退職慰労引当金繰入額 4,184 

賞与引当金繰入額 188,290 

貸倒引当金繰入額 6,962 

役員賞与引当金繰入額 14,350 

輸出及び諸手数料 208,523千円

従業員給与及び賞与 1,163,414 

減価償却費 72,503 

退職給付費用 21,919 

役員退職慰労引当金繰入額 3,631 

賞与引当金繰入額 206,178 

貸倒引当金繰入額 2,394 

役員賞与引当金繰入額 14,340 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

  

輸出及び諸手数料 118,840千円

従業員給与及び賞与 561,934 

減価償却費 34,524 

退職給付費用 31,521 

役員退職慰労引当金繰入額 3,471 

賞与引当金繰入額 86,907 

貸倒引当金繰入額 △1,633 

役員賞与引当金繰入額 7,250 

輸出及び諸手数料 107,856千円

従業員給与及び賞与 600,934 

減価償却費 40,423 

退職給付費用 14,652 

役員退職慰労引当金繰入額 968 

賞与引当金繰入額 86,106 

貸倒引当金繰入額 257 

役員賞与引当金繰入額 8,121 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,669,616千円

現金及び現金同等物 1,669,616千円

　

現金及び預金勘定 1,862,087千円

現金及び現金同等物 1,862,087千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

    普通株式 12,764,732株　

２．自己株式の種類及び株式数

    普通株式  1,199,367株

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高　

  ストック・オプションとしての新株予約権 親会社　50,361千円

４．配当に関する事項

     配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 138,986 12 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める生活関連用品事業の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める生活関連用品事業の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）　

連結
（千円）　

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 4,571,7452,920,598818,71170,5788,381,633－ 8,381,633

(2) 
セグメント間の内部売上

高又は振替高
49,016506,97789,443359,7381,005,176(1,005,176)－

 計 4,620,7623,427,575908,154430,3169,386,809(1,005,176)8,381,633

 
営業利益又は

営業損失（△）
228,580△63,374△9,73118,815174,28817,908192,196

　

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）　

連結
（千円）　

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 4,981,9952,957,287311,72927,7458,278,758－ 8,278,758

(2) 
セグメント間の内部売上

高又は振替高
34,061425,07718,289167,191644,621(644,621) －

 計 5,016,0573,382,365330,019194,9378,923,379(644,621)8,278,758

 
営業利益又は

営業損失（△）
320,47166,075△33,895△815 351,835△56,395295,440
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前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）　

連結
（千円）　

売上高        

(1)  外部顧客に対する売上高 8,794,6995,039,0731,556,244163,36915,553,387－ 15,553,387

(2)  
セグメント間の内部売上

高又は振替高
74,9751,221,049180,993999,2082,476,225(2,476,225)－

 計 8,869,6746,260,1221,737,2371,162,57718,029,612(2,476,225)15,553,387

 
営業利益又は

営業損失（△）
237,521△23,290△8,78576,319281,76419,921301,686

　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）　

連結
（千円）　

売上高        

(1)  外部顧客に対する売上高 9,005,4355,830,086575,89271,09915,482,512－ 15,482,512

(2)  
セグメント間の内部売上

高又は振替高
61,0321,099,50579,987851,3232,091,848(2,091,848)－

 計 9,066,4676,929,591655,879922,42217,574,360(2,091,848)15,482,512

 
営業利益又は

営業損失（△）
271,343150,204△59,42795,585457,706△35,290422,415

（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は以下のとおりであります。

　　　その他　　　……マレーシア・フィリピン・タイ
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【海外売上高】

 
前第２四半期連結会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

 欧州 北米 その他の地域 　　　　計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,510,7081,087,069 245,539 2,843,318

Ⅱ　連結売上高（千円）    8,381,633

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
18.0 13.0 2.9 33.9

 
当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

 欧州 北米 その他の地域 　　　　計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,362,388 560,346 14,409 2,937,144

Ⅱ　連結売上高（千円）    8,278,758

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
28.5 6.8 0.2 35.5

 
前第２四半期連結累計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

 欧州 北米 その他の地域 　　　　計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,837,8631,892,760 495,123 5,225,747

Ⅱ　連結売上高（千円）    15,553,387

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
18.2 12.2 3.2 33.6

 
当第２四半期連結累計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

 欧州 北米 その他の地域 　　　　計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,073,7781,345,097 372,950 5,791,826

Ⅱ　連結売上高（千円）    15,482,512

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
26.3 8.7 2.4 37.4

　（注）１．上記海外売上高は、当社および国内子会社の輸出売上高および外国間売上高、ならびに海外子会社の売上高か

ら、日本向け売上高を控除した額の合計額（ただし、連結会社間の内部売上高を除く）となっております。

２．国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域

(1)国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国または地域

イ）欧州……イタリア・ドイツ・英国

ロ）北米……米国・カナダ

ハ）その他の地域……中国
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

 　　　　　一般管理費　　        　　　21,060千円

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成21年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社の取締役７名および執行役員４名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　取締役81,000株　執行役員24,000株

 付与日  平成21年８月３日

 権利確定条件

・新株予約権の割当を受けた者は、取締役は当社の取締　　役

の地位を喪失した日の翌日から、執行役員は当社の従業員

としての身分を失った日（退職日）の翌日から、それぞれ

10日を経過するまでの間に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

 対象勤務期間  定めはありません。

 権利行使期間  新株予約権を割り当てる日の翌日から30年以内とする。

 権利行使価格  １株当たり１円

 付与日における公正な評価単価 　200円58銭 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 441円93銭 １株当たり純資産額 413円39銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1円30銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1円28銭

１株当たり四半期純利益金額 28円62銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
28円02銭

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 16,124 331,061

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 16,124 331,061

普通株式の期中平均株式数（株） 12,418,784 11,568,319

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 142,438 246,968

（うち新株予約権）（株） (142,438) (246,968)
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
 △2円37銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 19円69銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
19円28銭

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は純損失（△）（千円） △29,078 227,788

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は純損失（△）

（千円）
△29,078 227,788

普通株式の期中平均株式数（株） 12,249,386 11,566,456

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 247,040

（うち新株予約権）（株） － (247,040)

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありせん。

２【その他】

　該当事項ありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

株式会社三栄コーポレーション

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　靖容　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢田堀　浩明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三栄コーポ

レーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三栄コーポレーション及び連結子会社の平成20年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社三栄コーポレーション

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員　
業務執行社員

 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員　
業務執行社員

 公認会計士 本間　洋一　　印

 
指定社員　
業務執行社員

 公認会計士 狐塚　利光　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三栄コーポ

レーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三栄コーポレーション及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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